
平成２６年度「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」（地域会議）１対１対談の主な発言内容 平成27年1月13日 現在

対談
市町名

対談項目 各市町長の主な発言内容 知事の発言内容

1 明和町

対談項目１
防災対策の推進にお
ける県の支援につい
て

１.南海トラフ地震防災
対策推進計画、津波
避難対策緊急事業計
画の作成について

平成２７年度の津波避難タワー建設着手
に向けて、内閣総理大臣の同意が必要な
「津波避難対策緊急事業計画」の作成につ
いて、同意が得られるよう引き続き支援さ
せていただきたい。また、「南海トラフ地
震防災対策推進計画」についても、特別対
策強化地域となっており作成しなければな
らないので、防災対策部、松阪地域防災総
合事務所で相談に乗らせていただければと
思っている。

2

２．津波避難対策緊
急事業の早期着手に
関する国の予算確保
の要請及び県の協力
について

津波避難タワー工事に活用予定の国の都
市防災総合推進事業交付金については厳し
い状況であるが、採択されるよう県として
もしっかり働きかけたい。

南海トラフ地震防災対策推進計画、津波
避難対策緊急事業計画については、県の指
導を受けながら策定を進めている。
町内の大淀小学校は津波浸水区域に位置
し、学校施設環境改善交付金津波移転改築
事業に該当すれば、国の負担割合が嵩上げ
されるが、小学校の移転に合わせ集落を最
低１０戸移転する必要がある。町内には高
台がなく、平坦部は海岸からかなりの距離
まで浸水区域となる。また、大淀小学校
は、昭和３８～３９年の建築で、耐用年数
が６０年と言われる中、老朽化に伴う改築
を行わなければならない状況でもある。こ
のため、国の補助を受けようとすると、通
常の老朽化対策だけしかない。県内（特に
伊勢市、松阪市、津市の強化指定地域）に
も同様の小学校があると思う。県において
も津波浸水区域にある教育施設の建替えに
対する上積みの加算措置を国へ要望すると
ともに補助制度の創設をお願いしたい。
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対談
市町名

対談項目 各市町長の主な発言内容 知事の発言内容

3 明和町

対談項目１
防災対策の推進にお
ける県の支援につい
て

３．国の負担割合の
嵩上げ等の特別措置
を受ける事業の新設
拡大

南海トラフ特別措置法を受けてできた文
部科学省の学校施設環境改善交付金津波移
転改築事業は、用地取得費は国土交通省の
補助を使う必要があるが、１０戸以上が集
団移転しないと使えない。東日本大震災の
復興において１０戸以上の移転というのは
困難と理解しているにもかかわらずそのま
まになっていたり、対象経費に含まれてい
ないものもいくつかある。耐震化済みであ
るが老朽化が進んでいるものの老朽化対策
について、まず国で改善するよう９県を含
め働きかけをしたい。また、大淀小学校の
ように耐震化は済んでいるが老朽化が進ん
でいる学校について、県の財政支援制度を
組むのであればどれくらいのニーズがある
のか、県内の状況を調査し、現状把握をし
たい。
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平成２６年度「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」（地域会議）１対１対談の主な発言内容 平成27年1月13日 現在

対談
市町名

対談項目 各市町長の主な発言内容 知事の発言内容

4 明和町

対談項目１
防災対策の推進にお
ける県の支援につい
て

４．津波対策事業に
関する県補助の事業
拡大及び補助額の増
加

現在、地域減災力強化推進補助金という
ことで１５００万円を上限に県補助をいた
だいているが、国の強化支援地域に入り２
／３の国補助が受けられるようになったた
め、大半はそちらに移行していくと思う
が、それでは賄いきれない部分がある。今
後、津波避難タワー等の建設で町の持ち出
しが大きくなるため、県の財政的支援をお
願いしたい。高知県では、津波避難対策等
加速臨時交付金として、補助事業、単独事
業の市町負担分について市町の持ち出しが
ほとんどない対策がされている。県の財政
も苦しいと思うが、伊勢湾内である明和町
だけでなく外湾の市町も苦慮していると思
われるので、財政的支援をお願いしたい。

地域減災力強化推進補助金は、制度の趣
旨として、国庫補助が無い分野、他の事業
と重複しないものを対象に、その隙間を
しっかり埋めて市町のニーズに合わせて防
災対策をきめ細かにやっていくという思い
があり、他の事業の対象とならないがニー
ズのあるものを埋めていくという制度設計
の趣旨から考えると、市町の負担をさらに
埋めるということは難しいと思っている。
このような制度の隙間を埋める制度がない
と、きめ細かな対応ができない可能性があ
るのでご理解いただきたい。隙間を埋める
事業メニューについては、平成２７年度の
津波行動計画の中間評価に合わせ地域減災
力強化推進補助金の見直しを、市町の防
災、減災対策の進捗状況を踏まえ、市町の
意見を聞きながらやっていきたい。
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対談
市町名

対談項目 各市町長の主な発言内容 知事の発言内容

5 明和町

対談項目２
三重県中小企業小規
模企業振興条例につ
いて

小規模企業への支援
依頼

昨年、「三重県中小企業・小規模事業振
興条例」が制定され、地域の商工業の活性
化の役割を果たすのではないかと期待をし
ている。この中で、三重県版経営向上計画
の認定がないと支援制度を受けられないと
理解しているが、認定のための計画を立て
る事務作業が難しいという思いがある。国
に比べると県ではハードルを下げてもらっ
ているが、町内５２５事業者のうち８割が
小規模事業者で、ハードルが少し高い。も
う少し各事業者に理解してもらえるような
取り組みをお願いしたい。

中小企業、小規模企業が計画を立てない
と使えない事業がたくさんあり、もう少し
柔軟にならないかということだが、国も含
めて行政がやっている計画の中で特にス
テップ１はもっともゆるい部類の計画であ
ると思う。
中小企業、小規模企業が銀行から融資を
受けるときでも返済計画を作らないといけ
ない。何もなしで税金である補助金を出す
というのは良くないと思う。こういうこと
をやりたいからというので、税金が投入さ
れるべきであると思っている。しかしなが
ら、闇雲にハードルを上げる必要はないの
で、中小企業、小規模企業に寄り添った応
援、計画立案のサポートができるような現
場の体制にできるようにしたい。
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対談
市町名

対談項目 各市町長の主な発言内容 知事の発言内容

6 明和町

対談項目２
三重県中小企業小規
模企業振興条例につ
いて

既存立地企業への支
援条件緩和の依頼

この中の事業メニューは、再生可能エネ
ルギーや成長分野の新規開拓事業に目が向
けられているが、町が年に１０数社各事業
所に話を聞く中で、既存の事業者に支援で
きる対策が取れないかという意見があっ
た。円高から円安に変わり原材料が高騰し
経営を圧迫しており、金融機関からは設備
投資の話があるが、運転資金の支援をして
ほしいという話を聞いている。
ものづくりの３社以上の事業所が集まり
計画を立てると、事業拡大を図るための経
費が助成されるという中小企業連帯連携高
度化支援事業助成金について、町内の事業
所は業種が多岐にわたるため、最低３社が
まとまりにくいということがあった。その
ような中、明和町商工会が「産業展」を開
催した。これは、商工会加入の各事業所が
参加し、中学生を対象に将来の雇用を拡大
していくという取組として計画したが、こ
の助成金に該当しないかと相談したが、趣
旨が違うとの回答があった。

行政がどういう部分を制度として担わなけれ
ばならないかということかと思う。民間金融機
関、政府系金融機関で対応できるところはそこ
で対応・利用していただくということがいいと
思うし、行政は、最先端や金融機関が使えない
セーフティネットの部分をどうするかであると
思っている。セーフティネットの融資、保証も
信用保証協会の調べで増加してきているため、
制度設計よりも制度を利用いただく商工団体、
事業者に対する周知が課題かと思う。中小企業
庁では、施策マップのような情報サイトを作
り、目的、分野、対象等を入れると利用できる
メニュー、申込開始日等が出るものを作ってい
るので、これに県の制度の情報も加え、どのよ
うに情報提供して行くかをやらなければと思っ
ている。条例に基づき、各地域で協議会をつく
り議論していただくことになっているので、そ
のような場で情報提供をさせていただき、商工
会等の商工団体に理解いただくためのコミュニ
ケーションを県庁、産業支援センターでやらせ
ていただくことが大事と思っている。
中小企業制度の施策というのは、何か一つす
ごい制度をやればすべての中小企業が救われる
というものはなく、積み重ねてそれぞれの中小
企業の状態に合う制度を準備することが大事と
思っている。連携については、１社でやるよ
り、いくつかの企業ですることにより、マンパ
ワーや知恵を増やして、新たな事業展開をして
いく、既存事業の強化を図っていくことは一つ
の方法だと思うので、連携の考え方を柔軟にで
きるところがあるかどうか議論、研究してみた
い。
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対談
市町名

対談項目 各市町長の主な発言内容 知事の発言内容

7 明和町

対談項目２
三重県中小企業小規
模企業振興条例につ
いて

（振興推進協議会）

協議会を作って進めていただいている
が、津市、松阪市、多気郡３町という形の
中で進められており、地域課題の掘り起し
など共通課題を見つけ出せということであ
るが、あまりにも範囲が広すぎ話がまとま
らない。もう少しエリアを狭くして進めて
いただけば共通の課題が見えてくると思う
ので、今後の進め方として検討いただきた
い。

協議会を小さい範囲に分割するのがいい
のか、協議会はそのままで業種ごと、テー
マごとにワーキンググループを作る、一定
のエリアで分科会を作る等色々なやり方が
あるので、企業のニーズも聞いてきめ細か
な方法を考えていきたいと思う。

8 公募時期を随時募集
とする依頼

できれば年間通じて随時受付をしていた
だき対応していただけたらと思っている。
多くの施策を考えてもらっているが、この
多くが期限を切られているので、人材育成
を含め息の長い話になるかと思うので柔軟
な対応をお願いしたい。

公募の時期については、年度中に消化し
なければならないこともあり、事業期間を
長く取れるよう、なるべく早く配って事業
を早目にやってもらった方がいいと思うの
で、年度当初のものが多かったと思う。随
時募集のできるもの、２次募集のできるも
のもあると思うので、柔軟な形になるよう
制度を一つずつ洗い直して配慮していくよ
うにしたい。スタートしたばかりの制度
で、周知できてない部分、不十分な部分が
あると思うので、改善していきたい。
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平成２６年度「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」（地域会議）１対１対談の主な発言内容 平成27年1月13日 現在

対談
市町名

対談項目 各市町長の主な発言内容 知事の発言内容

9 明和町

対談項目３
斎宮跡実物大復元建
物の完成後の活用に
ついて

復元建物の活用について、観月会など広場の
活用もできないかと検討しており、関係設備の
整備について県にお願いしている。また、１回
見て終わりにしたくないので、夜間のライト
アップを考えていきたいが、斎宮歴史博物館か
ら、財政的なものなど縛りがあって難しいと聞
いている。
また、これらの建物を貸し、賃借料を取り維
持管理費に充てて行くことも考えていきたい。
文化庁と話をしたが、いろいろと制約があり、
儲けては困るとか、斎宮の趣旨に反しないよう
な部分であればいいという話をもらっている。
文化財として、文化庁の補助による制限がか
かってくるため、柔軟な対応ができるよう知事
からも一言声をかけていただきたい。
町として、歴史街づくりの景観整備を進める
中で、いつきのみや歴史体験館から東の線路沿
いの柵が景観上ちょっと好ましくないが、近鉄
はこの柵は安全性だけで整備の必要はないとの
回答だった。塀の整備については、史跡の中は
歴街の対象事業とならず、また、今回の史跡整
備の事業の計画の中にも入っていない。知事か
ら近鉄に話をしてもらえないか。
活用検討会議でもらった意見を聞き、それを
受けてより具体的に詰めていく段階にきたと
思っているが、使い勝手が悪くいただいた意見
が活かされないようなことにならないよう大き
く捉えていただいてお願いしたい。

文化庁は史跡を復元するために補助金を
出しており、全国的に多様な利活用をして
いるケースが少ないため目的外使用に慎重
姿勢であったが、一時的な目的外使用、ま
た、営利を伴う使用についても各自治体で
判断し、行ってもよいとの回答を得た。整
備は県が行い、その後の利活用については
町にお願いすることになると思うので、活
用検討チームで検討してもらっていると思
うが、利活用の基本的な方向性のようなも
のを明和町と一緒に議論し、保存もしなが
ら利活用できる形にしていきたい。
フェンス景観、近鉄の柵、ライトアップ
用の電源について、工事の進捗を勘案しな
がら、現段階でどのようなことができるか
町と一緒に検討したい。また、近鉄の柵に
ついては認められるかどうかはわからない
が、要望したい。
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